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４．研究活動報告 

 2023年 5月 15日、例年だと中国の性的マイノリティ団体が国際反ホモフォビア、トランスフォビ

ア、バイフォビアの日（International Day Against Homophobia, Biphobia and Transphobia)の 5月

17日を目前に、様々なイベントが用意されている時期であるはずが、これまで性的マイノリティの社会

運動を牽引してきた北京 LGBTセンター（北京同志中心）が活動中止を発表した。センターは自らの

WeChat公式アカウントで「不可抗力によって、北同文化は本日をもって運営を中止する」と発表した。

中国でよく使われているこの「不可抗力」という表現は、中国政府を中心とする一連のアクターによる

妨害を意味する。 

実際、性的マイノリティコミュニティの存在及びその活動に対して、中国政府は複雑な態度を示して

きた。1970 年代末からの改革開放を契機に、中国は経済体制だけではなく、法制度や医療制度などに対

しても大きな改革を促した。その中では、特に 1997年の『刑法』改正と 2001に発表された『中国精神疾

患診断基準第三版（中国精神疾病診断標準第三版、以後 CCMD-3）』がとりわけ同性愛者の「脱犯罪化」

及び「脱病理化」の道標とされている。しかし、この「脱犯罪化」と「脱病理化」の道標のどれも性的マ

イノリティの権利保護を理由に実現されたものではなく、改革開放という大きな国家政治の中で実現さ

れたと理解することが適切である。 

そこで、本研究は現代中国における性の政治はどのようなものなのか、そして性的マイノリティの社

会運動の観点から、この性の政治はどのように作用し、どのような権力関係を構築しているのかという

問題を検討した。中国における性的マイノリティの社会運動を理解するためには、個人の権利を尊重す

る民主社会を前提とする市民社会概念には限界がある。中国の市民社会研究は改革開放後のリベラリズ

ムの政治思想を前提として展開され、市民社会の存在を中国的民主主義の実現の可能性として考えてき

た。しかし、その理想は依然として自由な人権（とりわけ法的な権利主体）をその前提に有している。実

際、アメリカにおけるクィア理論が近年論じているように、合法的なグローバル権利主体を前提とする

クィア運動にはホモノーマティヴ（homonormative）な方向に走る可能性があるだけではなく、非西洋社

会に存在する性的マイノリティの運動を植民地化する可能性もある。そこで、本研究はこの理論的苦境

を突破する試みとして、中国本土の潘绥铭が主張する「性革命」の概念を使用して、中国における性的マ

イノリティの社会運動を分析した。この「性革命」という概念は性の政治に変革をもたらすことは三つの

側面にかかっていると説明する。つまり政府による社会統制、知識エリートによる性科学、そして民間に

おける性文化である。 

本研究はフィールド調査の資料に基づいて、WeChatや Weiboにおけるオンライン言説の収取と分析か

ら、潘の「性革命」の実現は「西洋 VS中国」という二項対立によってその効果が強く左右されると主張



する。そして、中国における性的マイノリティの社会運動は中国が近代化するプロセスに絶えず存在し

てきた西洋という他者に対する不安に緊密な関係があることを明らかにした。 

これらの研究発見はまず申請者の博士論文に収録したい。それから、それぞれの事例ごとにこれから

学会誌などで研究成果を発表していきたい。 


